様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　　10月　　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）                 
一般事業主の氏名又は名称                  
（ふりがな）                 
（法人の場合）代表者の氏名  　         印   
住所　〒

法人番号　1010401015636　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	<1>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』
<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」

	公表日
	<1>　2017年　2月　13日
<2>　2020年　5月　26日
<3>　2022年　5月　11日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページへの掲載
<1>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』
・資料：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2017/170213_managementplan.pdf
テレビ朝日360°(P.1-11)
・動画：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/#5855732214001
「2017年3月期第3四半期決算」【動画】を参照（8:28～15:59）

<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2020/20200526_01.pdf
・経営環境激変への対応(P.5-8)
・新経営計画（P.9）
・SDGsの取組み（P.20）

<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」
https://www.tv-asahihd.co.jp/pdf/press/2022/20220511.pdf
・「テクノロジーで新しい未来へ」目標①～③
・「いつまでも信頼される会社に」目標③

	記載内容抜粋
	2019年にインターネット広告費が地上波テレビ広告費を逆転して以来、テレビ広告事業は構造的な減収傾向にあり、スマートホン等でのコンテンツ接触機会の増大、少子高齢化による人口動態の変化など、当社を取り巻く経営環境は激変している。インターネット技術の進化と配信サービスの普及によって、コンテンツの伝送方法、視聴デバイス、視聴形態が変わってきており、これらの変化に対して、インターネット時代を生き抜くという当社の決意を示し、具体的な対応策を開示している。
当社グループの価値の源泉は“コンテンツ”であるという基本理念を維持しつつ、これまで推進してきた「３６０°戦略」を深化・加速させていく方針。視聴者やアドバタイザーなどの要望に応えるコンテンツを３６０°に創り、これらのコンテンツを当社グループが保有するメディアに３６０°展開することで「収益の最大化」を図っていく。

■<1>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』
2020年東京オリンピック以降の不確実な時代、少子高齢化により市場のパイが収縮する時代、インターネットがより一層存在感を増す時代

■<2>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
経営環境激変（テレビ広告構造的低迷、スマホ等でのコンテンツ接触増、人口動態の変化（高齢化）、5Gサービス開始、IoT時代の到来、シェアードエコノミーの広がり）への対応

新経営計画　テレビ朝日360°戦略
全ての価値の源泉はコンテンツ

■<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」
・「テクノロジーで新しい未来へ」
目標①新しいテクノロジーおよびクリエイターの発掘
目標②AI・VR・メタバースで新しいコンテンツを創造
目標③業務効率化および働き方の多様化を図るDX活用
・「いつまでも信頼される会社に」
目標③情報セキュリティ体制の強化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	<1>の中期経営計画は2017年2月7日の取締役会で決議されている。
<2>の中期経営計画は2020年5月26日の取締役会で決議されている。
<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」は2022年5月11日の取締役会で決議されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	<1>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』
<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
<3>サステナビリティ方針
「未来に向けた５つの重点テーマの策定について」
<4>2017年3月期決算説明会
<5>2019年3月期第2四半期決算説明会
<6>オンラインサービスにおける個人情報の取扱いについて
<7>視聴データの取扱いについて

	公表日
	<1>　2017年　2月　13日
<2>　2020年　5月　26日
<3>　2022年　5月　11日
<4>　2017年　5月　17日
<5>　2018年　11月 12日
<6>　2022年　7月　28日
<7>　2022年　6月　 1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページへの掲載
<1> 中期経営計画 
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』
・資料：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2017/170213_managementplan.pdf（P.12-16）
・動画：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/#5855732214001
「2017年3月期第3四半期決算」【動画】を参照（16:00～20:35）

<4> 2017年3月期決算説明会
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2017/20170517.pdf
「テレビ朝日360°働き方改革」（P.23）

<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
資料：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2020/20200526_01.pdf 
・新経営計画、具体的な施策（P.11-18）

<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」
https://www.tv-asahihd.co.jp/pdf/press/2022/20220511.pdf
・「テクノロジーで新しい未来へ」目標①～③

<5>2019年3月期第2四半期決算説明会
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2019/20181112.pdf
・インターネット・オブ・テレビジョン（IoTv）センター設立（P13）

<6>オンラインサービスにおける個人情報の取扱いについて
https://www.tv-asahi.co.jp/privacy/online.html

<7>視聴データの取扱いについて
https://www.tv-asahi.co.jp/tvdata/index.html


	記載内容抜粋
	[bookmark: _GoBack]■先端的な技術を活用したコンテンツ制作のための社内体制、新規事業開拓の戦略、グループ戦略、360°展開に向けた組織改革、計画実現に向けた戦略的な投資を実施していくこと、またこれらの戦略遂行のため、人材確保の面において中途・即戦力採用を実施することを公表（<1>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2017-2020』、<4>2017年3月期決算説明会）

■急激な環境変化に対応し、“新しい時代のテレビ局”へ進化を加速するため、経営直轄の組織「インタネット・オブ・テレビジョン（IoTv）センターを設立し、動画配信全体戦略、ビッグデータやAIを活用した放送ビジネスの進化、デジタル広告事業の開発、DX推進や先端コンテンツビジネスなどを立案・実行していくことを公表（<5>2019年3月期第2四半期決算説明会）

■具体的な施策として、収益最大化のための組織改革、ステーションからスタジオへ、ソリューション営業への脱皮、データとテクノロジーの利活用促進、デジタルとエンタテイメント融合、の実現の戦略を公表（<2>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』）

■当社企業理念に基づいたサステナビリティ宣言においても「テクノロジーで新しい未来へ」を重点テーマに掲げている
◇AI・VR・メタバースなどの新技術を使ったコンテンツを創造する（「声優パーク建設計画メタバース部」番組連動取組み）
・メタバースを使ったイベントの開催や AI×CG キャラクターの活用などコンテンツ制作に新しいテクノロジーを取り入れていく。
・VR やメタバースなどの手段を使って、他社との共創活動を行うことによって新しい映像表現に挑戦し続ける。

◇業務の効率化および働き方の多様化を図るため、DXを活用する。
・RPA・文字起こし・チャットボットなどの AI 技術を活用し、定型業務の自動化を促進。
・社内各所に適したデバイスやアプリケーションを導入することにより、社員が主体的・創造的に 働くことのできる環境を整備。
（<3>サステナビリティ方針「未来に向けた5つの重点テーマの策定について」）

■デジタル事業におけるビッグデータとAIアナリティクスの活用において、インフラを整え、各種プライバシーポリシーを整備し、ガバナンス体制を強化し、デジタル技術とデータ活用を事業に生かす体制を構築してきた（<2>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』、<6>オンラインサービスにおける個人情報の取扱いについて、<7>視聴データの取扱いについて）


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	<1>の中期経営計画は2017年2月7日の取締役会にて決議されている。
<2>の中期経営計画は2020年5月26日の取締役会にて決議されている。
<3>の「未来に向けた５つの重点テーマ」（マテリアリティ）は2022年5月11日の取締役会にて決議されている。
<4>の2017年3月期決算説明会は2017年5月9日の取締役会の決議を経て開催されている。
<5>の2019年3月期第2四半期決算説明会は2018年11月6日の取締役会の決議を経て開催されている。
<6><7>の個人情報取扱いに関する規程は2022年3月29日の常務会にて決議された後、2022年5月11日の取締役会にて決議された上記<3>の「未来に向けた５つの重点テーマ」（マテリアリティ）の中の「いつまでも信頼される会社に」の中の目標「情報セキュリティ体制の強化」に基づき作成・公表している。




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	<5>2019年3月期第2四半期決算説明会
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2019/20181112.pdf
・インターネット・オブ・テレビジョン（IoTv）センター設立（P.13）

<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
資料：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2020/20200526_01.pdf 
・組織改革（P.11-13）
・データソリューションセンター新設（P.16）

<4> 2017年3月期決算説明会
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2017/20170517.pdf
「テレビ朝日360°働き方改革」（P.23）


	記載内容抜粋
	■2018年11月に「インターネット・オブ・テレビジョン（IoTv）センター」を新設。インターネット戦略の司令塔の役を担う。（<5>2019年3月期第2四半期決算説明会
）

■2020年4月に「ビジネスソリューション本部」を新設し、コンテンツ編成局、セールスプロモーション局、ビジネスプロデュース局、IoTv局の主要4局を一体運用する。
（<2>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』）

■2020年7月に「データソリューションセンター」を新設。
（<2>『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』）
（補足）
IoTv局に新設された当センターにて、コンテンツ制作においてデータと最新テクノロジーを活用し、個人情報の取り扱いなど慎重に対応しながら、各種データをコンテンツ制作やビジネスにつなげていく。

■「メタバース部」
（補足）
2022年7月に「動画制作部」より改称された当部に、メタバースやNFT、VR、ARなど先端技術と融合したコンテンツ展開に関する業務を追加。

■人員体制の拡充について、中途・即戦力採用を実施する
（<4> 2017年3月期決算説明会）




2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	<2>中期経営計画
『新しい時代のテレビ局　テレビ朝日360°2020-2025』
資料：https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2020/20200526_01.pdf 
・データとテクノロジーの活用促進（P.16）


	記載内容抜粋
	■データとテクノロジーの活用促進するため、通信系基盤・インフラの整備を促進し、コンテンツ制作、広告セールス、インターネット事業等、データ利活用をビジネスにつなげていく。
（補足）
この方針のもと、レガシーシステムの刷新として通信系基盤システム」のフルリニューアルを実施。同システムは動画配信、Webサイト、顧客管理、報道素材管理など非常に多くのITサービスを支える社内インフラであり、毎年の改修要望への対応とは別に、5年に一度必ずフルリニューアルする、という方針を導入。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	<8>2022年3月期決算短信
<9>2022年3月期決算説明会
<10>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2022年1月

	公表日
	<8>　2022年　5月　11日
<9>　2022年　5月　17日
<10> 2022年　1月　 4日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページへの掲載
<8>2022年3月期決算短信
https://www.tv-asahihd.co.jp/setnote/data/2022/tanshin202205.pdf
（P.19)

<9>2022年3月期決算説明会
https://www.tv-asahihd.co.jp/ir_setex/data/2022/20220517.pdf
（P.6、18-19）

<10>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2022年1月
https://company.tv-asahi.co.jp/contents/press/0073/files/O1a7HtP7k8.pdf
（P.3、段落5-6）


	記載内容抜粋
	■事業進捗の公表についてはある程度のまとまりをもって適宜、プレスリリース（年頭挨拶含む）を行っている。
（<10>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2022年1月）

■また、インターネット事業を今後の事業の柱に育てるという方針の元、「インターネット事業」を業績開示の新セグメントとして独立させ、売上高・営業利益の業績目標も東証開示の対象とした。
（<8>2022年3月期決算短信、<9>2022年3月期決算説明会（P.18-19））

■ビジネスソリューション本部の新体制の主導により100億円の増収を達成したことも公表している。
（<9>2022年3月期決算説明会（P.6））




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	<11>「トップメッセージ」2022年6月29日
<12>社長定例会見　篠塚浩社長記者会見　2022年7月5日
<10>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2022年1月4日
<13>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2021年1月4日
<14>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2020年1月6日
<15>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2019年1月7日


	発信方法
	当社ホームページへの掲載
<11>「トップメッセージ」
https://www.tv-asahihd.co.jp/message/

<12>社長定例会見　篠塚浩社長記者会見（2022年7月）https://company.tv-asahi.co.jp/contents/interview/0056/index.html

<10>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2022年1月
https://company.tv-asahi.co.jp/contents/press/0073/files/O1a7HtP7k8.pdf

<13>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2021年1月https://company.tv-asahi.co.jp/contents/press/0057/files/ocA9lDQFm8.pdf

<14>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2020年1月https://company.tv-asahi.co.jp/contents/press/0035/index.html

<15>早河洋代表取締役会長・CEO「年頭挨拶」2019年1月https://company.tv-asahi.co.jp/contents/press/0029/files/190107.pdf


	発信内容
	■IoTv局の設立や、ビジネスソリューション本部の設置に象徴される、当社のインターネット事業への取り組みは、代表取締役の強い信念に基づいて推進されており、自らその旨、発信している。ホームページに掲載されている「トップメッセージ」で当社が目指す方向性をご確認頂けるとともに、毎月開催される定例社長会見でも、視聴率報告や営業報告とともに、インターネット事業等についての発信を必ず行っている。

■また、毎年の年頭挨拶にて代表取締役より、変革の取組みの進捗状況を発信しており、具体的な施策の実施だけでなく、戦略を推進する上で見えている課題や今後の取組み方針などを発信している。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　7月頃　～　　継続中

	実施内容
	IPAの自己診断結果入力サイトを利用している。同資料記載の通り、当社のデジタルサービスを実現する「通信系基盤」は、放送系システムと並ぶ大型システムであり、担当役員はその要求仕様まで詳しく理解した上で、リニューアル方針、実現できること、今後の方向性、投下すべき資本、抱えるリスクなどについて経営会議に上申、経営トップの理解を得ている。
同システムのリニューアルは2021年6月から検討開始、2021年12月～2022年6月に「あるべき姿の策定」とRFP作成、ベンダー選定を行い、2022年6月～要件定義フェーズに入っている。リプレース完了は2023年12月予定。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2014年　　4月頃　～　　　継続中


	実施内容
	■常務取締役を責任者とする「情報セキュリティ対策チーム」を中心に、「情報セキュリティ規程」をはじめ関連規程を整備している。同チームは、ガバナンス体制の構築、セキュリティ施策の計画、それを実施する具体策を指示するとともに、最新のリスク事例の社内共有を適宜行っている。
■セキュリティの監査について、各事業部門は同規程を遵守しつつ個別システムでのセキュリティチェック等を実施する。例えば「プラットフォーム診断」「セキュリティ診断」といった形である。

■個人情報の取扱いの際のセキュリティ確保も重要であり、個人情報の取扱いに関する方針や利用目的を整備すると共に公表している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

